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    はじめに 

ユビキ タス社会が頻繁に 語られ出し、 総務省から 

ほ 2 0 1 0 年の社会 像 として u 一 J a p an ( ュビ 

キ タスネット・ジャパン ) 構想と、 その実現のため 

の道筋が提示された [lL 。 既に 、 ュビキ タス社会実 
現のキ ー 技術として r C タグ技術が注目されている。 

しかし、 この技術を活用したトレーサビリティのよ 
うなサービス 面にまで話が 進むと、 多数の実証実験 
が登場しているものの、 今一つビジネスに 直結する 

本格的取組みには 到っていない。 一方、 欧米では、 

2005 年 1 月から上位 100 社の納入業者にケース、 パ 

レットへの I C タグ貼付を義務付けた 米ウォルマー 
ト のように、 具体的動きが 一歩先行している。 

日本は、 I T 社会への移行時と 同様、 ユビキ タス 
社会への移行でも 欧米に遅れを 取るのか、 それとも、 

異なる要因による 新たな事態が 発生しているのか。 
このような疑問が 生じる。 u 一 J a D a n 構想は、 

世界トップ・クラスに 到達したブロードバンド 環境 

の成果を引き 継ぎ、 現 ステータスを 2010 年まで継続 
しようとするものであ り、 世界最速で「安全、 安心 

な社会」を実現する 目標を調っている。 この目標達 
成の手段として、 I C タグ技術、 これらを元に 実現 

されるトレーサビリティは 重要な役割を 担う。 こう 
した状況にもかかわらず、 欧米に比して 日本の取組 

みが遅れるか、 日本の取組みが 欧米と大きく 異なる 
なら、 それは日本のインスティテューションと 深く 

関 わる性質のものであ るに違いない。 

TC タグ技術は 20 年以上前に登場した 古い技術で 
はあ るが、 " 個体識別 " と " 無線読み取り " という 2 

大特徴により、 I C タグが貼付された 物品の " 個別 

化 " と、 いつでもリアルタイムに 物品の所在を " 可 

視化 " しうる、 リアル世界・バーチャル 世界統合の 

新たな汎用技術であ る。 その 為 、 抜本的に新しい 汎 

用技術の常として、 ラディカル・イノベーションを 
発生させ、 既存有力企業にイノベーションのジレン 

マを生じさせる 可能性は充分あ る。 また、 トレーサ 

ビリティのような 利用形態では 多数の関連企業を 巻 
き込むので、 特にサービス 面でラジカル・イノベー 

ションを誘発する 技術とも言える。 

本論文は、 lC タグの汎用技術としての 特性が顕在 
化し易いトレーサビリティを 例にしてイノベーショ 

ンの影響が企業群に 波及し、 その結果、 変化や影響 

が各国・各地域のインスティテューションに 関係し 

てくる状況に 焦点を当て、 日米のトレーサビリティ 

     
 
 
 
 
 

 
  
 

 
 
 
 

べ
 
 
 
イ
 
型
 
本
 
 
 
 
 
 
 
士
燥
 

相
 

 
 

 
 の

検
 

へ
て
 

  

    分析の枠組み 

ユビキ タス社会を「サービス 版 マスカスタマイゼ 
ーションの時代」と 捉えることにする。 90 年代、 1 
T 社会の進化とともに、 急速な技術変化への 対応、 

顧客ニーズへの 早期対応が重要となり、 短納期・低 
コストで高品質製品を 市場に提供しうる 能力、 高付 

加価値製品・サービスを 提供しうる能力が - 層重要 
になった [2L 。 この環境を「最適な 顧客ニーズ対応 
を 実現する - 方 、 大量生産方式に 近い効率性を 維持 
する 新 パラダイム」、 即ち " マスカスタマイゼーショ 

ン " [3] 時代の到来と 捉え、 従来の大量生産方式か 
ら脱皮する様々な 試みが行われた。 この試みの正当 

性は、 顧客はしばしば 個別の独自要求が 満足されれ 

ばプレミアムを 支払う意志があ るものであ り [4] 、 
これを巧みに 利用すれば、 生産者の能 プ J と消費者 ニ 

一ズ 間に良い合致点が 見出せるはずだ、 との期待に 
基づく。 そして、 これから登場する ユビキ タス社会 

では、 付加価値が - 段とサービス 側にシフト し 、 消 
費者ニーズも「いつでも、 どこでも、 誰とでも」と   

利用シーンの 多様性が加わる。 これはサービス 版 マ 
スカスタマイゼーション [5] が一層強く求められ 
6 社会と考えられる。 
ここで、 製品とサービスはどちらも「設計情報が 

メディア上に 乗ったもの」、 即ち ユビキ タス・サービ 

スにおいては 通信メデイ ア に託して設計情報を 顧客 
に発信してゆくものと 想定し、 製品とサービス 間に 

本質的相違は 無いものと考える「 6L 。 このような認 
識のもとで、 トレーサビリテ ィ は、 「いつでも、 どこ 

でも、 リアルタイムに 物品の所在を 確認したり、 物 
品の履歴情報から " 食 " の安全・安心を 確認しうる 

ような高付加価値サービス」と 捉えることができ、 
ユビキ タス・サービスの 典型と言える。 

トレーサビリティの 特性を分析する 際、 物品種別 
( 例えば食品・ 家電・自動車・ 書籍・医薬品など ) 毎の 
個別性に着目することに 加え、 システム全体マスカ 

スタマイゼーションの 前提となる顧客と 提供者間の 

インタフェースの、 1) 時間軸における 変化、 2) 
市場構造における 変化、 が重要になる。 そこで、 ま 

ず物品種別を キ 一にしたサービス 内容、 バリューチ 
ェーン・カバー 範囲を図 1 に示す。 
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図 1 .  トレーサビリティの 適用例 

トレースバ 、 ソク ( 遡及 ) 
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での ( ケース、 パレットのバーコード 読取り作業 

省略による ) 人件費削減、 米小売業界に 特有なシ 

ュリンケージ ( 破損、 盗難に加え関係者の 倉庫内 

抜き荷による 人品なども含む ) [8] 問題の解決な 
どを狙う。 現行 S CM の更なる改善であ り、 費用 
対効果を明らかにし 易く現在主流の 取組みであ る。 
第二段階 ノ食 " の 安全のように、 消費者への信頼回 

復を優先させ、 費用対効果が 見え難くてもリスク 

承知で対応する 場合が含まれる。 物品単価が ( 自 
動 車、 医薬品など ) 比較的高価で 価格転化しやす 
い場合もあ るが、 物品単価が安いにも 関わらず対 

応を迫られる 分野もあ る。 
第三段階 : 地球資源有効活用のような、 社会全体に 

とって有用な 段階であ る。 I C タグやリーダノラ 

イタは差別化よりも 徹底的標準化による 異 ベンダ 
製品・サービス 間でのスムーズな 相互接続、 使い 

捨て可能な低廉価が 一層重要になる。 競争は収集 

データ活用法、 システム運用能力、 ト一タルシス 
テム統率 力 などに移る。 

分析 軸 2 : 市場における 利益獲得領域の 変化 
顧客ニーズが 多様化し、 ニーズの変化が 早ければ   

最初は安値で 赤字覚悟で提供し 次第に利用者が 増加 

するとともに 利益を獲得する ( 図 2 の右側の ) ビジ 

ネスは成立しない。 代わりに顧客ニーズの 多様化に 

対応しうる複数サービスを 最初から想定し、 それを 
基本アーキテクチャから 妥当なコストで 連続的に提 

供し、 個々のサービス 利用者数が少なくてもそれは 

りの利益を上げられる ( 図 2 の左側の ) ビジネスを実 

現しなければならない。 
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図 2. 利益の源泉領域の 移動 
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注 ) 論文 [9 コ に 基づく。 

それにはマーケティンバ、 設計、 開発、 販売、 保 

守のようなライフサイタル 全体を見渡し、 異なる立 
場の企業・部門間で 従来の壁を越えられる 統 - アー 
キテクチャが 必要になる。 その 為 どのような企業群 

とどのような 目的で連携するかを 明確に定義し 、 1 つ 

1 つ め サービスで無く、 サービス 群 全体を念頭に 置い 

て 再利用性を高める 体制が必要になる。 

3.  トレーサビリティのビジネス・モデル 

表 1 のクローズ、 準 オープン、 オープン形態では 

顧客と提供者間の 接点は変化する。 しかも ( マスカ 
スタマイゼーションにより ) 消費者と提供者間で 相 

互に満足しうる 合致点を見出すには 目的、 狙いを定 
めた明確な統一アーキテタチャの 共有と定着が 必要 

であ る。 そうでないとデリケートな「マスカスタマ 
イゼーションによる 利益確保」は 難しい。 時系タり的 

に 第一段階から 第三段階へと 利用形態に時間差が 想 

定される側面もあ るものの、 各々の狙いと 要件はか 

なり異なるため、 複数形態の同時共存なども 予想さ 
れる。 そこで、 これらを一旦独立ビジネス・モデル 

と捉え 3 種のビジネス・モデルを 考察する [10] 。 

図 3 : トレーサビリティのビジネ、 スモデルの定義 

A
 型
 
B
 型
 

型 C 自発・自律型 

A 型 ( 自己発展型 ) : I C タグによる人件費削減、 個 

体識別により 従来は不可能であ ったレベルの 在庫 
状況モニタリンバ、 在庫削減などの「カイゼン」 

的活用を基本とする。 この中には ( 倉庫での抜き 
荷、 売り手の不正行為のような ) シュリンケージ 

問題の解決も 含む。 このような課題への 対処には 

既存納入業者との 統一的取組みが 必須であ り、 ウ 

オ ルマートのような 巨大小売業者の 主導権 発揮に 
よる企業間連携などが 典型例。 一方、 日本ではシ 
ュリンケージ 問題が事実上存在しない 上に「カイ 

ゼン」も従来技術でかなりの 水準に達しており、 

本 形態の効果が 米国ほどには 期待できないジレン 
マがあ る。 

また、 I C タグが貼付された 衣料品を消費者が 

棚から取り上げたり、 試着室に持参したりする 情 

報を ( 店員の暖 味 な観察や、 消費者に嫌がられる 情 
報収集の会話、 アンケートなどによらず 自動的に 

収集し、 これによって 消費者が望む 新製品を早期 

に市場に提供するマーケティンバへの 応用も期待 
される。 但し、 消費者が知らない 内に自分の好み 

情報が収集されるのはプライバシー 侵害、 との 強 
ぃ逆 反応があ り難しい対応が 必要になる。 

B 型 ( 自 、 他 調整型 ) : BSE 問題、 食品表示偽造、 

など " 食 " の安全をゆさぶる 不祥事多発に 対し、 

失った信頼回復のため「農場から 食卓」までのト 
レーサビリティによって " 食 " の安全を実現した 

い、 との試みは顧客メリットを 優先した取組みと 
言える。 日本では他国に 比してこのようなサービ 
スへの消費者ニーズが 強い [11] 。 但し、 この取組み 
には情報追跡に 必要な ( 従来とは極めて 異なる ) 

多数企業間に 跨る情報記録・ 共有・アクセスの 仕 
組みが必要となり、 新たな企業間連携のプロデュ 

ースや費用負担調整を 容易にするための 更なる 1 
C タグ低廉化などが 必要になる。 

C 型 ( 自発・自律型 ) : 廃棄物の有効活用、 リサイタ 
ルなどの目的のためには、 極めて長期的サイクル 
での地球資源有効利用のような 環境問題、 エネ、 ル 

ギ一 問題などとの 連携が登場する。 IC タグ活用に 

よる抜本的有効 策 がいずれは登場すると 思われる 
が、 その突破口となるのは 標準化の進展により 各 

当事者の負担が 軽微となり、 導入が合理性になる 

環境の登場であ る。 このような環境が 整えられる 
ためにも、 A,B 型の普及が先行する 必要があ る。 

I C タグ活用によるトレーサビリティは 用途によ 

り リアル世界の 事情を強く反映する。 その中には 企 
案問連携の範囲の 違い、 目的の違いにより・マスカ 

スタマイゼーションの 前提であ る顧客・提供者間イ 

ンターフェースを 変更するような 影響を与える。 概 
略、 発展段階とビジネス・モデルは 表 2 のような対 

応関係を持つと 思われる。 
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表 2  時間経過とビジネス・モデルとの 対応関係 

ビゾ袖 ・け   ん 第一段階 第二段階 第三段階 

A 型 効率重視 更なる効率重視 更なる 発 

" 礎 十 新価値創成 ( 提 展 

侠 者メリット ) 

B 型 新価値創成 ( 利用 車 な る 発 

" 捌 " 者 メリット )   

C 型 新価値 創 
艦 ・ 自鋤 一   生 ( 社会的 

メリット ) 

特に何時、 どのような契機で B 型が本格的に 立ち 

上がるかが注目点となる。 

4. イノベーションのジレンマへの 日本的対応 

IC タグ関連技術は、 I T 時代と同様、 少数の大全 
業を除き、 大半は小規模なこの 分野にフォーカスし 

たべンチャ企業によって 開拓されている。 また、 従 
来と異なるのは 技術の細分化が 激しく、 ハードだけ 

で見ても IC タグの他に各種センサー ( ショック、 温 

度、 化学変化、 光．昔、 ・・ ) 、 表示装置、 自動化に必 

要なアクチュエータ ( モータ．制御装置、 鍵、 ポン 
プ、 ・・ ) などと多様な 分野に分散していることであ 

る 。 これにソフト、 ソリューション、 保守、 運用な 

どを加えると、 既存有力企業で 全体をカバ一できる 
ような内容では 益々なくなる 傾向にあ る。 このよう 

な状況が、 ウォルマートの 例などに見られるよ う に、 
ユーザ企業側の 主導権 と指導力が重要になって 来て 

いる背景であ る。 現在主流の A 型でもこのような カ 
が 働くので、 どのような分野・ 業界でどのような 指 

導力が顕在化するかは 個々の地域の 市場構造・イン 

スティテ ュ シューションに 依存し、 生産者側の意図 

とかけ離れた 動きになる可能性も 大きい。 また、 当 
初の適用分野であ る流通業界の 市場構造の違いから 

日本は従来の 方法で効果を 出しているが 故に米国に 

遅れを取るジレンマが 予想される。 
一方、 現在日本で話題になることが 多い " 食 " の 

トレーサビリティのような 提供者側にとって 課題の 
多 い B 型の場合、 食品単価が安く、 多様性が多く、 
記録すべき情報量が 多 い などで、 負担に見合う メリ 

、 ソト が分かりにくく、 見通しが定かでないことも 多 

い。 しかし、 こちらの方が 日本の顧客の 強い " 品質 

への 拘 げの活用、 提供者側の " 顧客ニーズへの 文 
脈的 対応 " のような日本型インスティテューション 

との相性の良さ、 などから日本独自の 木目細かいマ 

スカスタマイゼーションにより 新たなインベーショ 
ンが発生しうる 余地が高いと 考えられる。 例えば農 

業改革のような 大きな改革の 流れの中で登場してい 

る食産業・流通産業間の 企業間連携のような 試みに 

積極的に挑戦する 姿勢の方が変革を 帝 賭 するよりも 
返って不確実性を 回避し、 リスクを最小化する 効果 

が期待でき、 日本的対応と 言えると思われる。 新た 

用
況
 

汎
状
 

な
る
 

技術は大きな 変化の 
と言える。 

  中でこそ真価を 発揮でき 
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